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令和７年度税制改正法（政府案）について、政党間協議や国会質疑を踏まえ、

下記のとおり修正を行う。なお、政党間協議については、引き続き、昨年 12 月

11 日の３党幹事長間の合意も踏まえ、誠実に対応していく。 

 

１ 基礎控除の特例 

  低所得者層の税負担に対して配慮する観点や、物価上昇に賃金上昇が追い

ついていない状況を踏まえ、中所得者層を含めて税負担を軽減する観点から、

所得税の基礎控除の特例を創設し、政府案と合わせて控除の金額を以下のと

おり引き上げる。 

 

 ① 給与収入 200 万円相当以下   ： ＋47 万円 

（政府案に 37 万円上乗せ） 

 ② 給与収入 200 万円相当～475 万円相当以下 ： ＋40 万円 

（同 30 万円上乗せ） 

 ③ 給与収入 475 万円相当～665 万円相当以下 ： ＋20 万円 

（同 10 万円上乗せ） 

 ④ 給与収入 665 万円相当～850 万円相当以下 ： ＋15 万円 

（同 5 万円上乗せ） 

 

  （注１）①の上乗せは恒久的な措置。②～④の上乗せは令和７年分及び令

和８年分の措置。 

  （注２）給与所得者については、年末調整において適用する。その他所要

の措置を講じる。 

  （注３）課税最低限は 160 万円（一般的な社会保険料支払いがある場合、

188 万円）となる。 

  （注４）今回の修正後も、令和５年度税制改正大綱に明記したとおり、東

日本大震災からの復旧・復興に要する財源については、引き続き責任

を持って確保する。 



 

２ 今後の対応 

  下記３点を令和７年度税制改正法の附則に加える。  

 

 ① 我が国の経済社会の構造変化を踏まえ、各種所得の課税の在り方及び人

的控除をはじめとする各種控除の在り方の見直しを含む所得税の抜本的

な改革について検討する。 

 ② 物価上昇局面における税負担の調整について、源泉徴収義務者への影響

も勘案しつつ、物価の上昇等を踏まえて基礎控除等の額を適時に引き上げ

ることとし、所得税の抜本的な改革において具体案を検討する。 

 ③ 令和８年度予算編成及び税制改正において、所得税の抜本的な改革に係

る検討と併せて、歳入・歳出両面の取組を通じた本特例の実施に要する財

源の確保について検討する。 
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基礎控除の上乗せ特例
１．低所得者層の税負担への配慮（恒久的措置）
⽣活保護基準や最低賃⾦の⽔準等を勘案し、課税最低限を160万円に引上げ
・ 給与収入200万円相当以下 47万円（政府案＋37万円上乗せ）

２．中所得者層を含めた税負担軽減（令和７年・８年）
物価上昇に賃⾦上昇が追いついていない状況を踏まえ、高所得者優遇とならないよう工夫（減税
額を平準化）しつつ、納税者の８割強を対象に税負担軽減
・ 給与収入200万円相当超〜475万円以下 40万円（政府案＋30万円上乗せ）
・ 給与収入475万円相当超〜665万円以下 20万円（政府案＋10万円上乗せ）
・ 給与収入665万円相当超〜850万円以下 15万円（政府案＋５万円上乗せ）

限界税率5% 10% 20%

現⾏＋
47万円 現⾏＋

40万円 現⾏＋
20万円 現⾏＋

15万円

1.2兆円の所得減税
（政府案含む）

※限界税率は単身の給与所得者の場合
※政府案の対象人数には、給与所得控除の最低保障額引上げのみの対象者含む

納税者の８割強が対象
（4,600万人）
〜200万円： 300万人

200〜475万円： 2,500万人
475〜665万円： 1,200万人
665〜850万円： 600万人

政府案の対象
5,600万人



世帯類型ごとの減税額（所得税）

減税額控除額
（政府案＋上乗せ）年収世帯構成

2.4万円47万円200万円

単身世帯
2万円40万円400万円

3万円15万円800万円

3.3万円10万円
※上乗せ無し1,500万円

それぞれ2.4万円
計4.7万円

それぞれ47万円それぞれ200万円
計400万円

夫婦共働き世帯

それぞれ2万円
計4万円

それぞれ40万円それぞれ400万円
計800万円

2万円、2.4万円
計4.4万円

20万円、47万円600万円、200万円
計800万円

それぞれ２万円
計４万円

それぞれ10万円
※上乗せなし

それぞれ1,000万円
計2,000万円



収入階層ごとの単身給与所得者一人当たり減税額（所得税）

減税額

給与収入
合計

上乗せ
収入〜200万円︓37万円控除

〜475万円︓30万円控除
〜665万円︓10万円控除
〜850万円︓ 5万円控除

政府案

2.4万円1.9万円0.5万円200万円

2.0万円1.5万円0.5万円300万円
2.0万円1.5万円0.5万円400万円
2.0万円1.0万円1.0万円500万円
2.0万円1.0万円1.0万円600万円
3.0万円1.0万円2.0万円800万円

2.0〜4.0万円0.0万円2.0〜4.0万円850〜2,545万円
0.0万円0.0万円0.0万円2,545万円超

（注１）税額は、所得税のみを含んでいる。
（注２）単身の給与所得者を想定。税額の計算に当たり、所得控除については、⼀定の社会保険料控除及び基礎控除のみを勘案している。


